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先述したように、参謀本部独立以前は、太政官政府の下 に政治権力 （政権） と軍事権力（兵権）















の権力 基盤 を強化する為の措置であった。 そしてその具体的施策が、兵士個々人の内面指導のため
の「軍人訓誠」（78年10 月12 日）や「軍人勅諭」（82年1 月4 日）で あり、軍機構面 における統帥権
独立制の導入だったのだ8)。
軍政、軍令二元主義を採用した結果、軍令 に関することは参謀本部長の権限に移り、軍政に関 す
ることは陸軍卿の所管 となったが、 運用の実際 において軍令と軍政とは相互に密接不可分の関係を
有し、機械的 に分離しあうことは困難である。本家であるプロ シャにあっても、両者の調整を円滑
ならしめるための事務合議規定が制定されたように、参謀本部が独立した当時、明治政府の指導者
において も政軍調整の必要性に関 する認識が全く欠落し ていたわけではなかった。例えばプロシャ
に倣い、79 年には省部事務合議書なる ものが定められた。 これは後の省部互渉規定の基 をなす もの
であるが、これによっても陸軍省及び参謀本部 に各々固有な事項に加 え、両者協議の事項が依然とし





















































































































を天皇 に集中させヽ 国務 と統帥の最終的な統合 は天皇によってなされるべきものとしながら、実際
には天皇を権力の象徴にとどめ、権力行使を天皇大権によって正 当化された並列的諸機関 に委 ねる
という極めて多元的・分立的な政治システムを採ったのである。







たが、一方、海軍では1884 年に海軍省の外局 として軍事部が設置 され、海軍卿の下にはじめて軍令
専掌機関が設置されている。その後、1886 年3 月に参謀本部条例 が改正 され、参謀本部長は皇族を
充 てること、その下に陸軍部、海軍部を設けることとされ、参謀本部 は陸海軍の軍令を管轄するこ
ととなり、ここに軍令の一元統合が実現し た。次いで1888 年には参軍官制を制定し、参謀本部長を




時、藩閥政府に対抗して発生した民 権勢力 は軍事費削減 を政府に迫っていたため、軍令権 を議会の
干渉外 に置いて政治的圧力 からの回避を図ろうという意図から、海軍 は海軍省から独立した海軍参
謀本部の設置を提議した(1893 年1 月)。だが、陸主海従の考え方に不満を抱 く海軍に対し、陸軍は
二元統帥を認めることになるとしてこれに強く反対したため、事態を憂慮し た天皇の命 により陸海
軍首脳 の間で協議が重ねられた。 その結果、1893 年5 月19 日、海軍軍令部条例が制定され、海軍省
から分離、独立した海軍軍令部が設置され、海軍軍令部長は天皇 に直隷し、惟幄の機務 に参じるも
のとされた。 と同時に陸海軍の不統一 を回避するため戦時大本営条例が制定され、陸軍の参謀総長
が平時 にあっては陸海軍全軍の大作戦 を計画するものとし、戦時 に大本営が設けられる場合には参
謀総長が天皇の幕僚長 となり、海軍軍令部 長はその下 にあって指揮 を受 けることとされた( 第21898
年海軍大臣に就任した山本権兵衛 は、陸主海従の諸規定改正 に強い熱意を示した。折から日
露戦争 の切迫 という国際情勢 も加わって、1903 年12 月、 ようやく陸海軍両大臣の妥協が成立し、山
県・大山両元帥の名によって戦時大本営条例の改正案が上奏された。改正案では、陸軍参謀総長と
























































































































































































































会議は5 月22日首相官邸において開かれた。出席者は伊藤( 朝鮮統監)、山県( 枢密院議長)、松方(
枢密院顧問官)、大山、井上の各元老、西園寺(内閣総理大臣)、寺内正毅(陸軍大臣)、斉藤実(海


























































































































































































































































































「陸海軍省分立の達」由井正臣他校注『日本近代思想大系4 軍隊 兵士J （岩波書店、1989年）46ページ。そ
れまでの公用語であった「海陸軍」はこの時以降、「陸海軍」と呼称するよう改められた。森松俊夫・『大本営』
【教育社、 】980年）26ページ。


























掲書、162 ～177 ページ。軍人の政治への関与を戒めたものとしてはこのほか、1881年12月29 日に海陸軍刑律
が改正され、陸軍刑法及び海軍刑法に分離された。この陸軍刑法第no 条、海軍刑法第126条では軍人の政治
関与を禁止して、「軍人政治二関与 スル事項ヲ上書建白シ又ハ講談論説シ、若シクハ文書ヲ以テ之ヲ広告スル
者ハ、1 月以上3 年以下ノ軽禁細二処ス」と規定された。軍人訓誠も軍人勅諭 も共に訓示であって、強制力を
もたない ものであったが、この陸海軍刑法の制定によって軍人の政治関与は犯罪行為として刑罰の対象とさ




























































































































































































いうもの、彼らに代わる個人も集団 もいなくなってし まった。1920 年代はこの問題に対する一つの解答を与
えた。そしてそれとはまったく異なる解答を示したのが1930年代だったのである。」エドウイン・o・ライシャ
ワーr ライシャワーの日本史』国弘正雄訳（文芸春秋社、1986年）205－6 ページ。46
）「軍人が陸・海大臣のポストを独占したことは、第二次世界大戦後の日本で大きな弊害ないし副作用をもたら
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すことになる。戦前の政党政治下では、文民は陸・海軍の大臣になれず、国防問題から閉め出されていたの
で、その当然のけっかとして文民政治家は国防、防衛及び安全保障の問題を勉強しなくなった。戦後もこの
残念な傾向は強く生き残り、日本の政治家は安全保障に無知のままである」猪木正道『軍国日本の興亡』（中
央公論社、1995 年）89ページ。
